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町田市手数料条例の一部を改正する条例 

町田市手数料条例（平成１２年１月町田市条例第１号）の一部を次のように改正す

る。 

別表４の項中「３００円」の次に「。ただし、自動交付機（町田市の電子計算機と

電気通信回線により接続された端末機で、利用者自らが必要な操作を行うことにより

証明書等を自動的に交付する機能を有するものをいう。以下同じ。）により交付する

場合にあっては、２００円」を加え、同表５の項及び１５の項中「３００円」の次に

「。ただし、自動交付機により交付する場合にあっては、２００円」を加え、同表１

７の４の項中「４５０円」の次に「。ただし、自動交付機により交付する場合にあっ

ては、３００円」を加え、同表４１の項中「又は第１３項ただし書」を「、第１３項

ただし書又は第１４項ただし書」に改め、同表４３の２の項、４４の項、４８の項、

５８の項、６１の２の項及び６６の項中「建ぺい率」を「建蔽率」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（特例措置） 

２ 平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日までの間において、この条例によ

る改正後の別表４の項、５の項及び１５の項中「２００円」とあるのは「１５０円」

と、同表１７の４の項中「３００円」とあるのは「２５０円」とする。 



＿部分は改正部分 

町田市手数料条例新旧対照表 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

名称 金額 

略 略 

４ 課税台帳の記載

事項に関する証明

手数料 

１通につき ３００

円。ただし、自動交付

機（町田市の電子計算

機と電気通信回線に

より接続された端末

機で、利用者自らが必

要な操作を行うこと

により証明書等を自

動的に交付する機能

を有するものをいう。

以下同じ。）により交

付する場合にあって

は、２００円 

５ 印鑑登録証明手

数料 

１通につき ３００

円。ただし、自動交付

機により交付する場

合にあっては、２００

円 

略 略 

１５ 住民票、除か

れた住民票、戸籍

の附票又は除かれ

た戸籍の附票の写

しの交付手数料

（１５の２の項の

手数料を除く。） 

１通につき ３００

円。ただし、自動交付

機により交付する場

合にあっては、２００

円 

略 略 

１７の４ 戸籍法第

１０条第１項、第

１０条の２第１項

から第５項まで若

しくは第１２６条

の規定に基づく戸

１通につき ４５０

円。ただし、自動交付

機により交付する場

合にあっては、３００

円 

名称 金額 

略 略 

４ 課税台帳の記載

事項に関する証明

手数料 

１通につき ３００

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 印鑑登録証明手

数料 

１通につき ３００

円 

 

 

 

略 略 

１５ 住民票、除か

れた住民票、戸籍

の附票又は除かれ

た戸籍の附票の写

しの交付手数料

（１５の２の項の

手数料を除く。） 

１通につき ３００

円 

 

 

 

 

 

略 略 

１７の４ 戸籍法第

１０条第１項、第

１０条の２第１項

から第５項まで若

しくは第１２６条

の規定に基づく戸

１通につき ４５０

円 
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＿部分は改正部分 

町田市手数料条例新旧対照表 

改正後 改正前 

籍の謄本若しくは

抄本又は同法第１

２０条第１項若し

くは第１２６条の

規定に基づく磁気

ディスクをもって

調製された戸籍に

記録されている事

項の全部若しくは

一部を証明した書

面の交付手数料 

略 略 

４１ 建築基準法第

４８条第１項ただ

し書、第２項ただ

し書、第３項ただ

し書、第４項ただ

し書、第５項ただ

し書、第６項ただ

し書、第７項ただ

し書、第８項ただ

し書、第９項ただ

し書、第１０項た

だし書、第１１項

ただし書、第１２

項ただし書、第１

３項ただし書又は

第１４項ただし書

（同法第８７条第

２項若しくは第３

項又は第８８条第

２項において準用

する場合を含む。）

の規定に基づく用

途地域における建

築等許可申請手数

料 

１件につき １８０，

０００円 

籍の謄本若しくは

抄本又は同法第１

２０条第１項若し

くは第１２６条の

規定に基づく磁気

ディスクをもって

調製された戸籍に

記録されている事

項の全部若しくは

一部を証明した書

面の交付手数料 

略 略 

４１ 建築基準法第

４８条第１項ただ

し書、第２項ただ

し書、第３項ただ

し書、第４項ただ

し書、第５項ただ

し書、第６項ただ

し書、第７項ただ

し書、第８項ただ

し書、第９項ただ

し書、第１０項た

だし書、第１１項

ただし書、第１２

項ただし書又は第

１３項ただし書

（同法第８７条第

２項若しくは第３

項又は第８８条第

２項において準用

する場合を含む。）

の規定に基づく用

途地域における建

築等許可申請手数

料 

 

１件につき １８０，

０００円 
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＿部分は改正部分 

町田市手数料条例新旧対照表 

改正後 改正前 

略 略 

４３の２ 建築基準

法第５３条第４項

の規定に基づく建

築物の建蔽率の特

例許可申請手数料 

 

１件につき ３６，０

００円 

４４ 建築基準法第

５３条第５項第３

号の規定に基づく

建築物の建蔽率に

関する制限の適用

除外に係る許可申

請手数料 

１件につき ３６，０

００円 

略 略 

４８ 建築基準法第

５９条第１項第３

号の規定に基づく

高度利用地区にお

ける建築物の容積

率、建蔽率、建築

面積又は壁面の位

置の特例許可申請

手数料 

１件につき １６０，

０００円 

略 略 

５８ 建築基準法第

６８条の３第１項

から第３項までの

規定に基づく再開

発等促進区等内の

建築物の容積率、

建築物の建蔽率又

は建築物の高さに

関する制限の適用

除外に係る認定申

請手数料 

１件につき ２８，０

００円 

略 略 

４３の２ 建築基準

法第５３条第４項

の規定に基づく建

築物の建ぺい率の

特例許可申請手数

料 

１件につき ３６，０

００円 

４４ 建築基準法第

５３条第５項第３

号の規定に基づく

建築物の建ぺい率

に関する制限の適

用除外に係る許可

申請手数料 

１件につき ３６，０

００円 

略 略 

４８ 建築基準法第

５９条第１項第３

号の規定に基づく

高度利用地区にお

ける建築物の容積

率、建ぺい率、建

築面積又は壁面の

位置の特例許可申

請手数料 

１件につき １６０，

０００円 

略 略 

５８ 建築基準法第

６８条の３第１項

から第３項までの

規定に基づく再開

発等促進区等内の

建築物の容積率、

建築物の建ぺい率

又は建築物の高さ

に関する制限の適

用除外に係る認定

申請手数料 

１件につき ２８，０

００円 
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＿部分は改正部分 

町田市手数料条例新旧対照表 

改正後 改正前 

略 略 

６１の２ 建築基準

法第６８条の５の

６の規定に基づく

地区計画等の区域

内の建築物の建蔽

率の特例認定申請

手数料 

１件につき ２８，０

００円 

略 略 

６６ 建築基準法第

８６条の６第２項

の規定に基づく一

団地の住宅施設に

関する都市計画に

基づく建築物の容

積率、建蔽率、外

壁の後退距離又は

高さに関する制限

の適用除外に係る

認定申請手数料 

１件につき ２８，０

００円 

略 略 
 

略 略 

６１の２ 建築基準

法第６８条の５の

６の規定に基づく

地区計画等の区域

内の建築物の建ぺ

い率の特例認定申

請手数料 

１件につき ２８，０

００円 

略 略 

６６ 建築基準法第

８６条の６第２項

の規定に基づく一

団地の住宅施設に

関する都市計画に

基づく建築物の容

積率、建ぺい率、

外壁の後退距離又

は高さに関する制

限の適用除外に係

る認定申請手数料 

１件につき ２８，０

００円 

略 略 
 

備考 略 備考 略 
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